第1章 なぜ日本語教育か
前章では、短期的なものとして見られていた日系ブラジル人の移動現象デカセギが長期化（定住化）しつつあるということを証明し、その数は韓国朝鮮・中国に次いで三番目に多いということを明らかにした。
　そこで、本章では、第一節で現在の日本社会が「学歴」を基盤とした社会であるという点について述べ、その上で在日ブラジル人の可能性について言及する。第二節では、第一節で述べた「学歴」社会で成功していくために必要な「学歴」の獲得に関連して、在日ブラジル人子女の進学率に触れる。そして第三節では、在日ブラジル人の教育、特に日本語教育についての先行研究を踏まえて整理する。
第1節 「学歴」社会の日本
在日ブラジル人子女に教育を施さなければならない理由の一つとして私たちが考えたものは、日本が「学歴」を基盤とした社会であるという点である。学歴社会の定義は様々であるが、私たちは「日本では最終学歴に応じて収入が上がっていく
」という点に注目した。日本社会が「学歴」社会であるという事実は、日本人だけでなく、在日外国人、在日ブラジル人であっても、向き合っていかなければならない問題である。つまり私たちは「学歴」を日本で生活していく上で欠かすことのできないものとして捉え、これを前提に、在日ブラジル人子女の教育機会の保障、ひいては日本の国力となるよう育成していくことを踏まえ、政策提言していく
。
「学歴」社会という現状から在日ブラジル人問題を再考する時、私たちが懸念したものは、「学歴」がないために義務教育を終了してすぐに就労せねばならないという負の構造である。つまり「学歴」を得ていないために、職業は限定され、所得賃金の低い底辺労働者層から抜け出すことができないという現象
である。これは在日ブラジル人が増えてきている現在の日本において目をそらしてはならない問題である。
　また労働人口の低下が予測される日本社会において、彼らに教育の機会を保障し「学歴」を獲得させ高度人材に育てていくことは、競争力の維持、埋もれていた才能を見つけ出すという点から見ても、十分に意義あることである。さらに在日ブラジル人であるという彼ら独自の強みにも注目しておきたい。日本とブラジルという二つの国をバックグラウンドとして持っているという、彼ら独自の強みは新たな職業やビジネスの開拓にも繋がるであろう
。例えば日本とブラジルの政治や経済そして文化を繋ぐ架け橋としての通訳者やビジネスマン、研究者や技術者などである。在日ブラジル人の強みは、国内に目を移してみても、在日ブラジル人への教育を行うバイリンガル講師、企業や工場で日本人と在日ブラジル人をつなぐ管理職など、日本とブラジルの関係が大きくなればなるほど、現在の在日ブラジル人の将来は大いに期待されるものである。しかしながら在日ブラジル人に対するこのような期待は、日本社会の中で正当な努力を積み重ねた上で、つまり彼らが専門性に裏打ちされた「学歴」を獲得していくことで、達成されねばならない。多文化共生社会の実現には共にパートナーとして認めていけるような前提、つまりそれ相応の実力がなければならないのである。

　こうした観点から「学歴」を得ていくための入り口としての義務教育、特に公立学校で学ぶ在日ブラジル人の子女の成績は概ね芳しくない
という問題は非常に重要である。在日ブラジル人子女の学業成績が悪さは、第二節と第三節で詳しく述べていくが、その原因の一つとして日本語の理解という壁が大きく横たわっている。在日ブラジル人からも日本語教育が声高に期待されている中で
、この問題を放置させてはならないと私たちは考える。
� 平成16年賃金構造基本統計調査（全国結果）の概況によると、学歴別の賃金をみると、男では、大卒が400,300円（平均39.8歳、12.4年勤続）、高専・短大卒が303,200円（同36.8歳、10.6年勤続）、高卒が301,800円（同41.9歳、13.9年勤続）、中卒が286,800円（同50.9歳、18.3年勤続）となっている。一方、女では、大卒が276,100円（平均32.7歳、6.3年勤続）、高専・短大卒が237,900円（同34.8歳、7.8年勤続）、高卒が20,5500円（同40.9歳、10.2年勤続）、中卒が180,800円（同53.3歳、14.1年勤続）となっている。
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� もちろん学部卒が優遇されるような学歴社会は淘汰されるべきものであるが、専門性や知識を身につけたものが優遇されるような「学歴」社会は、今後の日本社会の持続的発展性を考えると、非常に重要な考えである。この観点から私たちは「学歴」社会というものを前向きに捉えている。


� 荒川匡史（2006）「ライフデザインレポート」によると、所得格差が教育格差を生むことが危惧されるとしている。実際に、学力の二極化が進んでおり（63.6％が肯定）、その原因は所得格差である（二極化を肯定したものの66.4％が「所得の格差によって、子どもの学力に影響が出る」と回答）とするアンケート調査も行われている。教育機会の不平等は、その子女の将来の収入にも関係があるとしている。


� 実際、アンジェロ・イシは、在日ブラジル人による「エスニックな労働市場の形成」されていること、そして「ホワイトカラー労働に転身を果たした人々の増加」があり、在日ブラジル人の「就職先はほとんどの場合、ブラジル系のエスニック・ビジネス」であると指摘している。エスニック・ビジネスについては毎年名古屋市で開かれている「ビジネス・エキスポ」には全国からブラジル系企業が結集していることに言及している。


2007獨協インターナショナル・フォーラムより下記資料を参考。


アンジェロ・イシ（2007）『在日（日系）ブラジル人の現在の動向と意識』


� 朝日新聞2008年4月11日「初めて日本学ぼう　外国人が多い自治体の学校」　朝刊　22面　大阪本社


� 2007年度に行なわれた愛知県の日本語学習意向調査によると、「近くに無料又は授業料の安い日本語教室があれば、あなたのお子さんを通わせたいですか？」という質問に対し、「通わせたい」と答えた外国人の保護者の割合は全体の61.3％にのぼることが分かっている。「多文化共生社会における日本語教育について」<児童生徒の日本語教育②より>文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会提出資料、2008.4.24、愛知県。出展の書き方これでいいの？





